
 

事   業   報   告   書 

（令和７年４月１日から令和８年３月31日） 

１ 事業概況報告 

   公益財団法人に移行して13年目の年となり、公益認定を受けた新規就農者育

成のための研修事業、新規作物等試作支援事業、水稲育苗事業を中心に継続し

て取組みました。 

   事業収益（新規作物等試作支援事業・水稲育苗事業）は、30,969,046円（予

算対比102.2%）、当期経常増減額は△1,046,147円の結果となりました。 

新規就農者育成のための研修事業については、研修生が不在であり例年行っ

ている研修メニューは未実施となりました。研修生確保の為の取組みとしては、

就農相談会（新農業人フェア）への参加や、西土佐地域に発足したしまんと川

来たや組合（特定地域づくり協同組合）との連携により就業希望者のトライア

ル受入れ（３件）を実施しました。直接的に農業研修に結びつく成果はありま

せんでしたが、今後も農業体験や短期研修等を幅広く受け入れ、新規就農を目

指す研修生確保に努めてまいります。 

新規作物等試作支援事業では、不安定な社会情勢や気象条件を背景に、主要

作物である促成トマト、雨除け米ナスについては目標収量を得ることができま

した。しかしながら、いずれの作型においても遮熱・遮光資材等を活用した高

温対策は必須要件であり、安定的な品質・収量を得る為の栽培技術研究は、今

後も継続して取組むべき非常に重要な課題であると思われます。 

栗実証農園については、定植７年目となり204kgの収穫を得ることができま

した。関係機関との連携により継続して早期成木化を重点とした肥培管理や剪

定作業を実施する一方で、有望品種（美玖里）への改植も進め、品種の更新作

業も実施しました。 

   水稲育苗事業については、出荷箱数19,643箱（受益者面積約115ha:17箱/10a

算）で前年対比102.4%でした。昨年に引続き播種時に箱粒剤を施用した苗を供

給することで、水稲農家の病害虫対策の負担軽減に取組み、安定した効果が得

られたと思います。今後も山間地の水稲栽培における地域からの要望に対し、

可能な範囲の柔軟な対応をしていきたいと考えます。 

以下、主な事業ごとに報告いたします。 


